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事業者や税理士等の関係団体から言及された改善点としては、 

・ eLTAX の利便性向上 

・ 国税と地方税の手続の一元化・連携（国税の申告・納税手続と地方税

の申告・納税手続の一元化や e-Tax と eLTAX のソフト間の連携や仕様

の共通化の推進など） 

・ 地方団体におけるサービスの格差（電子納税や個人住民税の特別徴収

税額通知の電子的交付の対応団体が少ないなど）の改善 

・ eLTAX と民間ソフトウェアとの連携の更なる推進（税務ソフトウェア

と eLTAX との連携が進んでいる一方で、小規模事業者に普及が進んでい

るクラウドによる会計ソフトウェアが、eLTAX と直接接続することがで

きていない点の改善など） 

などが挙げられた。 

 

また、 

・ 改善の進捗状況の公開（事業者やベンダー等からの既存の会議体1に

おけるシステムの改善に関する要請・協議の過程や進捗状況等の公開）

やベンダー等との共同検討機関の設置 

・ 政府や地方団体がどのように行政手続の利便性向上に取り組むかに

ついて、各論ではなく、全体像・ロードマップとして事業者等にわかり

やすく提示すること 

が重要であるとの意見があった。 

 

3 今後の展望 

「基本計画」において掲げられている取組は、ヒアリングで挙げられた改

善点に対応するものであり、こうした取組を着実に進めていくとともに、地

方団体におけるサービスの格差については、共通電子納税システム（共同収

納）の導入を始めとして全地方団体でのサービス提供がなされるように取り

組んでいくべきである。また、ヒアリングで挙げられた eLTAX の利便性向上

に関する個別の項目2等について、更なる改善ができないか検討していくこ

とも必要である。 

なお、こうした取組を行うにあたっては、納税者の目線に立って、行政が

運営する情報システムが乱立することがないよう他の情報システムとの関

係等も踏まえた検討を行うことが重要であるといった意見があった。 

 

また、行政手続コストの削減のためには、行政は、個別の内容の改善への

取組のみならず、改善に向けたプロセス（現在の進捗状況や今後のロードマ

                                                   
1 例えば税務システム連絡協議会（税務システムを開発・運営する企業から成る協議会

で、国税庁や地方税電子化協議会との情報交換等の窓口となっている）などが考えられ

る。 
2 参考資料 p88,89,94,102,113,114 等参照 
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○税務事務センター業務（平成 26 年から） 

・・・公用税務照会の受付及び回答、軽自動車税申告書・口座振替申込

書の税務オンライン端末によるデータ入力 

 

＜福岡市の主な民間委託内容＞ 

○納税証明及び照会にかかる郵送請求業務（平成 24 年から） 

・・・税務証明書等の郵送請求、郵送請求手続等に関する電話問い合わ

せ対応、口座振替依頼書の収受等 

○未納者へのお知らせ業務（平成 19 年から） 

・・・電話による納付や口座振替加入の呼びかけ、催告文書の作成・発

送 

○窓口業務にかかる派遣職員の導入（平成 19 年から） 

・・・証明書の申請受付・交付、軽自動車税の申告等関係業務、口座振

替登録業務等の補助 

 

   ヒアリングを行った団体からは、民間委託の導入効果として、 

   ・委託により生じたマンパワーの再配置による賦課徴収部門の強化 

   ・納付の呼びかけによる滞納の未然防止 

   ・職員人件費（時間外勤務など）削減 

   ・業務の繁閑に応じた弾力的な要員の配置 

   ・民間事業者のノウハウを活用した業務の効率化・高度化 

   ・窓口での待ち時間短縮等の市民サービスの向上 

  などが挙げられた。 

 

一方で、民間委託の導入に当たって直面した課題・留意点として、 

① 業務上で扱う個人情報の保護 

② 職員側が有していたノウハウの蓄積・継承（委託により職員のノウハ

ウが失われないようにする） 

③ 委託業務に公権力の行使が含まれないようにする3ための業務の区分 

④ 偽装請負に該当しないための対策 

などが挙げられたところであるが、これらの課題・留意点に対しては、 

① 研修や誓約書の提出、システム上の対応などの適切なセキュリティ

                                                   
3 「地方税の徴収に係る合理化・効率化の推進に関する留意事項について」（平成１７年

４月１日・自治税務局企画課長通知）においては、「地方税の徴収に関する事務のうち、

相手方の意に反して行う立入調査や差押え・公売等の強制処分などについては、地方税法

の規定により、徴税吏員に実施主体が限定されていることから、そのような公権力の行使

を包括的に民間事業者に委託することはできないものである。ただし、この規定は、当該

公権力の行使に関連する補助的な業務を民間委託することまでを禁じている訳ではないの

で、ご留意願いたい。」としている。 

－4－



 

対策の実施（個人情報保護） 

② 委託業者のマニュアルの共有（ノウハウの蓄積） 

③ 職員への引き継ぎケースのマニュアル化（公権力行使との区分） 

④ 職員が委託スタッフに直接命令や指示を出さないようにするための

作業スペースの区分（偽装請負行為の防止） 

などの取組を行うことにより、対応を行っている事例が見られた。 

 

また、公権力行使や偽装請負行為など業務の境界が問題になるケースにお

いては、業務の特性に応じて、契約形態を選択する（※）という取組により

効果的に対応が可能となるという声があった。 

 

（※）業務の特性に応じた契約形態の選択例： 

・ 窓口応対（いわゆるフロント業務）など業務の切り分けが難しく、即

時性が求められるもの 

 ⇒ 職員から委託スタッフへ指揮監督が可能な労働者派遣契約を採用 

・ データ入力（いわゆるバックオフィス業務）など業務の切り分けが比

較的容易であり、即時性が求められないもの 

 ⇒ 職員からの監督を受けず、業務改善も事業者側で自由に行える請負

委託契約を採用 

 

3 今後の展望 

民間委託における課題・留意点は、ヒアリングを行ったいずれの団体にお

いても共通して言及されたところであり、他の地方団体が今後民間委託を行

う際にも同様の課題が生じうると考えられる。ヒアリングにおいて税の窓口

業務は個人情報の扱いや公権力行使との区分といった課題等により、民間委

託できないという職員の誤解を解くことが民間委託の導入において苦労し

たことであったというような事例も聞かれたところであり、このような誤解

を解くという観点からも、今回ヒアリングした地方団体の取組事例を他の地

方団体にも共有していくことが必要である。 

 

また、公権力行使が含まれる事務の一括した民間委託を行えるようにする

観点、事務量が少なく単独での委託先の確保が困難な町村部等の小規模団体

の委託先確保の観点、委託先の受け皿の育成の観点等からは、一部事務組合

や広域連合の活用や地方独立行政法人法の改正4で導入された窓口関連業務

を行う地方独立行政法人（申請等関係事務処理法人）の活用も重要である。 

 

 

                                                   

4 地方自治法等の一部を改正する法律（平成 29 年 6 月 9 日法律第 54 号）平成 30 年 4 月

1 日施行 
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